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情報セキュリティ関連人材の増強について 

～より一層充実したセキュリティサービスを提供～ 

 

ＡＧＳ株式会社（本社：さいたま市浦和区、代表取締役社長：石井進、以下当社）は、環境

変化に対応した情報セキュリティビジネスの展開を図るため、関連人材を増強する方針を掲げ

るとともに、ビジネス推進に向けた組織体制を強化しましたのでお知らせします。 

 
 

1. 背 景 

近年、企業のサーバやウェブサイトを狙った不正アクセスが急増しており、サイバーリスク

への対応は企業経営における重要な課題となっております。 

  一方、当社では従来より、社会環境の変化やＩＴ技術の進展に迅速に対応すべく、先進性の

ある資格取得を奨励し、先を見据えた戦略遂行のための社員育成を積極的に行ってまいりまし

た。 

こうした環境の下、当社では、更なる充実したセキュリティサービスをお客様に提供すべく、

情報セキュリティ関連人材を増強させるとともに、新サービスの企画・開発を行う体制を構築

し、情報セキュリティビジネスをより一層強化することと致しました。 

 

２．人材の増強 

  情報セキュリティに関する国家資格を保有する社員を増強し、社内各部署に配置してお客様

からの情報セキュリティに関するご相談に的確にお応えするとともに、より充実したセキュリ

ティサービスの提案を行っていく体制を構築してまいります。 
 

（１）情報セキュリティスペシャリスト資格保有者の倍増 

テクニカル系エンジニアだけでなくシステムエンジニアについても、「情報セキュリティス

ペシャリスト」資格取得を推奨し、現在 32 名の取得社員を今後２年間で 70 名に倍増させる

方針です。 
 

（２）情報セキュリティマネジメント資格保有者の養成 

営業や管理、運用部門を中心として、今年新たに追加された「情報セキュリティマネジメ

ント」の資格取得者を今後２年間で 100 名養成する方針です。 

 

≪参考：各部門に求められる知識・能力≫ 

営業部門 営業推進するうえで、情報セキュリティに対する正しい知識を身につけ、

主体的な提案活動を期待 

管理部門 

ライン管理職 

会社経営に関する極めて重要な情報を扱う機会が多いため、情報セキュリ

ティに関する意識やモラル向上を期待 

運用部門 マイナンバーをはじめ個人情報や企業の重要データを取扱う機会が多い

ため、情報セキュリティに関する意識やモラル向上を期待 

 



 

 

３． 組織体制の強化 

上記に加え、情報セキュリティビジネス推進をサポートする体制を新たに整備いたしました。 
 

（１）ネットワークやセキュリティの専門知識を有する社員で構成する『セキュリティビジネス

推進チーム』を 2016 年 1 月に組成いたしました。 

（事業推進本部 システム統括部 技術統括グループ内、当初メンバー６名）  
 

（２）推進チームでは、以下の取組みを行ってまいります。 

①新サービスの企画・開発の推進 

⇒当社の強みであるデータセンター、クラウドサービス、運用サービス等の利活用 

②自社セキュリティサービスの推進強化 

⇒インターネット接続ＩＰＳ監視サービス、標的型攻撃メール対応訓練サービス等 

   ③セキュリティコンサルティング支援の強化 

⇒グループ会社であるＡＧＳシステムアドバイザリー株式会社やセキュリティ専門ベ

ンダーとの協業（社内ＣＳＩＲＴ構築支援、Web アプリケーション診断等） 

   ④セキュリティ対策製品・サービスの導入支援 

 

 

【当社の概要】 

名 称 ＡＧＳ株式会社（東証一部 証券コード:3648） 

代 表 者 代表取締役社長 石井 進 

所 在 地 埼玉県さいたま市浦和区針ヶ谷 4-3-25 

設 立 1971 年 7 月 

資 本 金 1,398 百万円 

主な事業 情報処理サービス、ソフトウエア開発、 

その他情報サービス、システム機器販売 

U R L http://www.ags.co.jp/ 

 

 

【本リリースに関するお問い合わせ先】 

ＡＧＳ株式会社 企画部 （担当：小谷野、橋本） 

TEL. 048-825-6079   FAX. 048-825-6959 

E-mail   ir.ml@ags.co.jp 

 

※ プレスリリースに掲載されている商品・サービスの価格、仕様、その他の情報は、発表時点

の情報です。その後予告なしに変更となる場合があります。 

 

以 上 


